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覚醒剤譲渡・使用罪における合理的疑いを超えて証明すべき事実と訴因の特定

事実の概要

　原判決（第一審）は、被告人が 11 月 11 日（以
下、「11 月」は省略する。）にＨに対して覚せい剤
を無償で譲り渡した、旨の事実を認定して、被告
人に有罪判決を下した。原判決は、Ｈが「同日〔11
月 11 日〕に譲り受けた覚せい剤を注射して使用
した。覚せい剤の効果が感じられた。これが最終
使用であり、その後、15 日に逮捕されるまで覚
せい剤を使用していない」旨証言したこと、被告
人がＨと連絡を取り合い 11 日にＨと会ったこと
は、被告人とＨとの通話履歴、LINE メッセージ
等の客観証拠により裏付けられていること、Ｈが
11 日に被告人から覚せい剤を譲り受けて、同日
これを最終使用したとの核心部分は、〔1〕Ｈと被
告人との間で交わされた LINEメッセージの存在・
内容及び〔2〕15 日に採取したＨの尿は 15 日か
ら遡って 1週間以内の 1、2日前ではない頃に覚
せい剤が摂取された可能性が高いとの鑑定結果に
よって裏付けられていること等から、Ｈ証言の信
用性を肯定し、Ｈ証言に依拠して、原判示事実を
認定した。

判決の要旨

　「身体に摂取された際に人に薬理作用を与え得
る薬物には多種多様なものが存在する上、違法な
ものを含むこの種薬物の取引においては、粗悪品
は勿論のこと、偽物が用いられる場合もあること
からすれば、ある行為が特定の薬物を規制する法

律に反することを認定するためには、原則として、
その行為の対象となった薬物が法の規制する特定
の薬物であることを科学的鑑定によって立証する
必要があるというべきである。そして、Ｈは、薬
物について専門家でもなければ、自らが譲り受け
た物が覚せい剤であることについて何かしらの特
殊な経験に照らして合理的根拠を示して説明をし
ているわけでもないから、いくらＨが『自らが譲
り受けた物が覚せい剤である』と証言したところ
で、その実質は、自分が覚せい剤と『思っている』
物を受け取った、というものにすぎない。したがっ
て、同証言のみで譲り受けた物が覚せい剤である
と認定することはできず、かかる事実を認定する
には、Ｈの原審公判証言に加えて、15 日に採取
されたＨの尿から覚せい剤成分が検出されたとの
鑑定結果によることが必要であり、そのためには
『15 日に採取されたＨの尿から検出された覚せい
剤成分が、11 日に被告人から譲り受けたとされ
る物に由来すること』が証明されなければならな
い。そうすると、本件では、他の物に由来する可
能性の存否、より具体的には『Ｈが、15 日の尿
から覚せい剤成分が検出され得る期間に、上記
11 日の譲受け以外で入手した覚せい剤を使用し
た合理的疑い』が残るかどうかが有罪か無罪かの
帰趨を決することになる。Ｈの原審公判証言のう
ち原判決のいう核心部分により原判示事実が認定
できるとした原判決は、この点で、論理的に誤っ
ている。」
　「『11 日に被告人から譲り受けた物を同日に最
終使用（体内に摂取）した』としても、『15 日の
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尿から覚せい剤成分が検出され得る期間に、上記
11 日の譲受け以外で入手した覚せい剤を使用し
た合理的疑い』が残れば『15 日に採取されたＨ
の尿から検出された覚せい剤成分が、11 日に被
告人から譲り受けたとされる物に由来する』こと
が証明されたことにはならないのであって、原判
決は、同証言の核心部分の捉え方を誤っていると
いわざるを得ない。」
　本判決はこのように判示したうえで、本件で
は、Ｈが他の覚せい剤密売人と 10 日を含めて複
数回連絡を取り合っていた事実等から、「Ｈが 10
日に密売人から覚せい剤を入手し使用した」可能
性が「合理的疑いとして優に残る」から、「『15
日の尿から覚せい剤成分が検出され得る期間で、
11 日以外に、Ｈが覚せい剤を入手して使用した
可能性』があるといわざるを得ず、この尿から
覚せい剤成分が検出されたという証拠によって、
11 日にＨが被告人から譲り受けた物が覚せい剤
であることを証明することはできない」と判断し、
原判決を破棄し、被告人に無罪を言い渡した。

判例の解説

　一　合理的疑いを超えて証明すべき事実
　覚醒剤譲渡罪の訴因においては、被告人に対し
て有罪判決を下すためには、被告人によって覚醒
剤とされる物の譲渡行為が行われたことのみなら
ず、被告人が譲渡したものが覚醒剤であることが、
合理的疑いを超えて証明されなければならない。
覚醒剤様の物を譲り受けた者の尿から覚醒剤成分
が検出されても、被告人以外の者から譲り受けた
覚醒剤を使用した結果にすぎない可能性が残るか
ら、この場合における要証事実は、尿中の覚醒剤
検出期間内に、被告人以外の者から入手した覚醒
剤を使用していないことである。この点、被告人
から譲り受けた覚醒剤様の物の使用が、尿中の覚
醒剤検出期間内における最終行為であったかどう
かは要証事実ではないという本判決の指摘は、至
極正当である。なぜなら、本判決も指摘する通り、
被告人から譲り受けた覚醒剤様の物を尿中の覚醒
剤検出期間の最終の機会に注射等によって体内に
取り込んでも、被告人から譲り受けた物が実は覚
醒剤ではなかった場合には、尿中から検出された
覚醒剤は、被告人が譲り渡した物ではなく、被告
人以外の第三者が譲り渡した覚醒剤にほかならな

いからである。したがって、尿中から覚醒剤成分
が検出されたという事実と被告人から譲り受けた
物を尿中の覚醒剤検出期間の最終の機会に体内に
取り込んだという事実とを組み合わせても、直ち
に被告人による覚醒剤の譲渡行為が合理的疑いを
超えて証明されることにはならない。
　そして、本件では、尿中の覚醒剤検出期間中の
別の機会に別の密売人から覚醒剤を譲渡されてい
た可能性が、当該密売人と覚醒剤使用者（Ｈ）と
の間の架電状況などから、弁護人によって主張さ
れていた。つまり、弁護人から、Ｈの尿から検出
された覚醒剤成分は、被告人以外の者から譲り受
けた覚醒剤である「合理的疑い」が投げかけられ
ていたのである。それゆえ、検察官が、Ｈは検出
可能期間内に被告人以外の者から入手した覚醒剤
を使用したことはない、という事実を合理的疑い
を超えて立証しない限り、被告人に有罪判決を下
すことはできない。ちなみに、被告人が譲渡した
物が偽物で、他の密売人が譲渡したものが真正の
覚醒剤であった可能性と同様に、他の密売人が譲
渡した物が偽物で、被告人が譲渡した物が真正の
覚醒剤であった可能性も等しくありうるから、本
判決の論理からすれば、おそらく他の密売人のほ
うも処罰されないという結論になろう。
　本判決は、覚醒剤譲渡罪の訴因において合理的
疑いを超えて証明されなければならない事実は何
か、ということを正しく定位し、その事実に対し
て合理的疑いを超える証明基準を忠実に適用した
事例として高く評価されるべきである。

　二　証拠と行為とが一対一対応でない場合の
　　　処理
　ところで、大阪地判令 1・9・25 では１）、被告
人は覚醒剤の自己使用罪の訴因で起訴されたが、
覚醒剤成分が検出された尿と尿鑑定書が違法収集
証拠として証拠排除された結果、血痕と覚醒剤残
留物が付着した注射器と被告人の左肘内側に認め
られたとされる注射痕のみが、被告人による覚醒
剤使用行為と結びつきうる証拠として残った。し
かし、注射器にしても注射痕にしても、「10 月 7
日から 10 月 17 日までの間に……覚せい剤を使
用した」という公訴事実で特定された期間内に使
用された注射器あるいは、同期間内に印象された
注射痕であることは証明できない。そのため、自
白を担保する補強証拠たりえないと判断され、補
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強法則の適用により、無罪になった（検察官控訴
も棄却された２））。
　本件とは論点も適用される法原則も異なるが、
取り調べられた証拠と覚醒剤の使用行為または譲
渡行為との間に一対一対応が認められないがゆえ
に、当該覚醒剤使用行為または譲渡行為を証明で
きないという場面が、覚醒剤事犯では時折生じ
る。そして、このこと自体は、理論的にも、実際
上も、何ら問題ではない。なぜなら、本件でいえ
ば、被告人からの譲渡行為がもしあったとしても、
被告人からの譲渡行為と他の密売人からの譲渡行
為とは、社会的に異なる全く別個の犯罪行為であ
り、別々に証明されなければならない事実だから
である。また、令和 1年大阪地判の事案でいえば、
10月 6日以前の覚醒剤使用行為と 10月 7日以降
の覚醒剤使用行為とは、社会的に異なる全く別個
の犯罪行為であり、別々に証明されなければなら
ない事実だからである。
　しかし、そうだとすると翻って、本件で覚醒剤
を使用したＨについて、10 月 10 日の他の密売人
から譲り受けた覚醒剤様の物を使用した行為と、
10 月 11 日に被告人から譲り受けた覚醒剤様の物
を使用した行為とは、社会的に異なる全く別個の
犯罪行為であり、別々に証明されなければならな
い事実のはずなのに、両者を区別せず一体として、
覚醒剤自己使用罪で有罪にすることができるのは
理論的に一貫しないのではないか、という疑問が
沸く。

　三　自己使用罪における訴因特定論理の破綻
　二で指摘した疑問が生じる根源は、覚醒剤の自
己使用罪の訴因において、10 日間ないし 2週間
の期間を空けた幅のある記載を認めているところ
にある。覚醒剤が常用されることが稀ではないと
いう社会的実態を踏まえれば、訴因として記載さ
れた 10 日間ないし 2週間の間に、複数の使用行
為が行われている可能性が少なくない。各々の使
用行為は、各別に一罪として成立するから、本来、
日時において幅のある記載をすると、どの使用行
為を起訴しているのかを特定できず、審判対象を
画定することができず、訴因の第一次的機能を果
たすことができなくなってしまうはずである。し
かし、密行的な犯罪である覚醒剤自己使用につい
て、日時を特定することは実務上、困難であり、
覚醒剤自己使用を処罰しようとすれば、日時につ

いて幅のある記載を許容せざるをえない。
　そこで、これまで判例も学説も、最終行為のみ
を起訴している、最低一回分を起訴しているなど、
説明の仕方はさまざまあれど、要するに、1回分
の使用行為しか起訴していない、というフィク
ションを立てることによって、この疑問を封印し
てきた３）。
　そのうえで、日時において幅のある記載がされ
た訴因のもとで、複数の使用行為が判明した場合
については、例えば最終行為日が変更になったと
して訴因変更を認めるか、それとも訴因変更は認
められずに追起訴によるべきか、さらに派生して、
既判力がどこまで及ぶかといったことが議論され
てきた。しかし、従来の議論は、実は、それぞれ
の使用行為について覚醒剤を使用したことが前提
となっており４）、その前提があってはじめて成り
立つものであった。全ての使用行為で覚醒剤を使
用しているという前提に立てていたからこそ、各
行為の個性は捨象され、いずれにしても 1回は
確実に覚醒剤を使用しているという論理を成り立
たせることができたのである。
　ところが、本判決は、この論理を成り立たせて
きた前提を崩す契機となるかもしれない。すなわ
ち、使用者であるＨによる「被告人から譲渡され
た覚醒剤を使用したところ、覚醒剤の効果が感じ
られた」旨の供述も、単にＨが覚醒剤だと思い込
んでいた物を使用した旨の事実を認定することが
できるにすぎないのだから（要するに、覚醒剤の
効果が感じられたというＨの感想は気のせいにすぎ
ない可能性が残るから）、被告人が譲渡した物のＨ
による覚醒剤使用には合理的な疑いが残されてい
ることになる。他方で、他の密売人が譲渡した物
も偽物の可能性があるから（この場合は被告人が
譲渡した物が真正の覚醒剤ということになる）、他の
密売人が譲渡した物のＨによる覚醒剤使用行為に
も合理的な疑いが残されることになる。要するに、
それぞれの使用行為で使った物が、覚醒剤ではな
く偽物である可能性が類型的に残る以上、10 日
間ないし 2週間内のいずれの使用行為も、覚醒剤
使用行為ではない疑いが残る。そして、各々の使
用行為は独立して合理的疑いを超える証明がなさ
れなければならないから、各々の使用行為につい
て、それぞれ偽物の可能性が残る以上、Ｈに対し
て自己使用罪で有罪判決を下すことはできない、
というのが本判決から導かれる論理的な帰結のは
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ずである。なお、念のため付言すると、本判決の
事例は、択一的認定が適用できる場面でもない。
なぜなら、択一的認定と異なり、行為は 2つ存
在するからである。
　この理屈は、最終行為説であれば直ちに理解で
きるであろう。訴因として設定した最終行為は偽
物使用行為かもしれないからである。また、最低
一行為説に立つことはそもそもできない。なぜな
ら、本物使用行為か偽物使用行為かが、1回 1回
の使用行為について問われるにもかかわらず、つ
まり、1回 1回の行為に個性があるにもかかわら
ず、最低一行為説では、「幅のある犯行期間内の
どの一つの行為が訴訟対象になるのか特定しな
い・特定できない」５）うえに、どれか一つの行為
は本物使用行為だという立証で足りるとすること
は、「検察官が『いつどこでかは不明だが、とも
かく犯罪をやったらしいので処罰せよ』と主張す
ることを許すに等しい」６）からである。
　繰り返しになるが、本判決の論理は正しい。し
かし、そうだとすれば、今後、10 日間ないし 2
週間の間に、被告人が “1 回しか ” 覚醒剤様の物
を使用していないことを検察官がリアルガチに立
証しない限り、尿から覚醒剤が検出されたことを
以って、被告人を覚醒剤自己使用罪で有罪にする
ことは許されないことを正面から認めるべきであ
る。

　四　自己使用罪における防禦権保障論理の破綻
　一方、被告人の防禦範囲の限定という訴因のも
う一つの機能については、尿から覚醒剤が検出さ
れている以上、使用した事実については否定しよ
うがなく、アリバイ主張等による防禦は有効では
ないから、日時を特定していない訴因であって
も、被告人の防禦権に対する侵害は生じないと説
明されてきた７）。これに対しては、被告人が不知
の間に注射された場合、採集した尿の保存に手落
ちがあってこれに覚醒剤が混入した場合、被告人
が強制的に使用させられた場合等を想定して、こ
れらの場合には、日時が特定されなければ被告人
は 10 日間ないし 2週間の全期間にわたって使用
行為がなかったことの反証を求められることにな
り、事実上、被告人に不可能な防禦を強いること
になるという批判が出されてきた８）。これらの批
判のうち、とくに尿採取後の覚醒剤の混入ケース
や被告人が不知の間に注射されたケースでは、全

期間にわたってアリバイを主張することを迫られ
るという批判は正当であると思われる。
　強制採尿、令状取得のための長時間の留め置き、
訴因の記載など、刑事訴訟法理論に照らして、無
理に無理を重ねて正当化してきた覚醒剤自己使用
事件の刑事手続であるが、理論的な破綻を認める
時期に来ているのではなかろうか。
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己使用罪における訴因の特定について」同法 57 巻 6 号
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